
九州管内の鉱⼭保安の概況

令和６年６⽉６⽇
九州産業保安監督部

資料１



１．九州管内の稼⾏鉱⼭数・鉱⼭労働者数
２．鉱⼭災害の発⽣状況
（１）罹災者数の推移（全国・九州管内）
（２）災害発⽣事由別内訳（全国・九州管内）
（３）九州管内の災害発⽣状況（令和５年）
（４）九州管内の災害事例

３．令和５年度⽴⼊検査の実施結果
（１）保安検査の実施結果
（２）鉱害等検査、その他検査の実施結果
（３）令和５年度 ⽴⼊検査結果（指摘事項の内訳）

<⽬ 次>

（出典）災害⽉報より当部作成
１



 令和５年末時点の鉱⼭数は42鉱⼭。前年に⽐べ１鉱⼭増。
 鉱⼭労働者数は、1,585⼈。前年に⽐べ65⼈増。
 鉱⼭数については、横ばい、鉱⼭労働者数については、近年増加傾向。

（資料）災害⽉報より当部作成
２
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１．九州管内の稼⾏鉱⼭数・鉱⼭労働者数 ※R5.12.31 集計時点
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前年からの
増減

令和５年災害事由

＋５８①墜落、転倒

△２４②火災

＋２４コンベアのため、鉱車のため③運搬装置
のため ＋１３車両系鉱山機械又は自動車のため

＋２３④発破又は火薬類のため

＋３８⑤機械のため、取扱中の器材鉱物等のため

±０１
⑥落盤又は側壁の崩壊、浮石の落下、落下物又は
倒壊物のため

△１１⑦風水雪害

△１１➇その他

＋９３３合計

平成３１年～
令和５年 合計

３７

３４

１４

１４

１７

２６

５

１８

１０

１７５

２．（２）➀災害発⽣事由別内訳（全国）

 令和５年は、前年からの傾向としては、⽕災が減少したものの、機械・取扱中の器材
鉱物等が増加し、依然として墜落・転倒、運搬装置は多い傾向である。

※R5.12.31 集計時点





８

前年からの
増減

令和５年災害事由

±００①墜落・転倒

△３０②火災

＋１１コンベアのため、鉱車のため③運搬装置
のため ±０１車両系鉱山機械又は自動車のため

＋１１④発破又は火薬類のため

±００⑤機械のため、取扱中の器材鉱物等のため

±００⑥落盤・浮石等

±００⑦風水雪害

±００⑧その他

△１３合計

平成３１年～
令和５年 合計

４

１１

１

３

７

２

４

２

１

３５

※R5.12.31 集計時点２．（２）②災害発⽣事由別内訳（九州管内）

 令和５年は、前年からの傾向としては、⽕災が減少したものの、近年では、依然として
墜落・転倒、運搬装置は多い傾向である。



９

（資料）災害⽉報より当部作成

備考罹災者区分発生場所発生日No.

ベルトコンベアを停止せずにヘッドプーリの居付き
を取ろうとして巻き込まれた

重傷1名運搬装置
坑外：選鉱場内
ベルトコンベア

8/21１

バックホウに乗車して重機道を下っていたところ、
重機とともに転落

死亡1名運搬装置
坑外：採掘切羽
（重機道）

10/31２

採掘切羽３箇所で発破したところ、鉱山内外に飛石
を発生（設備破損）

なし発破飛石坑外：採掘切羽11/8３

※R5.12.31 集計時点２．（３）九州管内の災害発⽣状況（ 令和５年）

 令和５年の災害発⽣件数は３件で罹災者は２名。
 令和５年は、前年より発⽣件数は減少したものの、重⼤事故（死亡１名、

重傷１名）が増加。
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２．（４）九州管内の災害事例➀

 運搬装置（コンベア）のため（坑外）
ベルトコンベアを停⽌せずに稼働状態のまま居付きを除去しようとして右腕を巻き込まれ罹災。

①発⽣⽇︓令和5年8⽉21⽇(⽉）15時30分頃
②発⽣場所︓選鉱場内ベルトコンベア
③罹災者︓重傷1名（休業⾒込41⽇以上）
④概要

・ベルトコンベアのヘッドプーリに付着した居付きを除去しようと
設備を停⽌せず除去器具で突いたところ、右腕を巻き込まれた。

⑤原因
・罹災者は作業⼿順を守らずに設備を停⽌せずに作業を⾏った。
・巻き込まれ防⽌保護カバーが不⼗分であった。
・ベルトコンベア横の点検通路から⼿を伸ばすとヘッドプーリに
届く位置であった。

⑥対策
【応急措置】
・災害発⽣後に全職場に注意事項を周知
・罹災箇所に注意喚起表⽰、仮設ネット及びインターロック付き

扉を設置
・関係作業⼿順の改訂を⾏い、関係者に巻き込まれ危険体感

を含む教育を実施
【恒久対策】
・安全柵（⼿すり）の形状変更及び追加設置を検討
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R４FYR５FY改善が必要と認められる事項指摘件数分類

７
０

１７
７

３１

４
２

２１
１

２８

・法令⼿続関係未届等
・現況調査の記録未作成
・保安規程の未遵守等
・その他（記録の未作成、誤記載等）

計

２８
(５６％)

書類
検査

１１
４
０
５

２０

１２
０
０

１０
２２

・ＢＣ、通路防護柵等の不備
・⾞両系鉱⼭機械・⾃動⾞及び鉱⼭道路等の不備
・電気設備の不備
・その他（施設内の粉じんのたい積等）

計

２２
(４４％)

現場
検査

５１５０計

３．（１）①令和５年度 保安検査の実施結果

 令和５年度、当部は管内１６鉱⼭に対して保安検査を実施(内訳︓⾦属３・⾮⾦属３・
⽯灰⽯６・天然ガス４)。⾃主保安体制、保安規程の遵守状況を確認、指導。

 検査の指摘事項は全５０件。書類検査関係が保安規程の未遵守等２８件、現場
検査関係ではベルトコンベア・通路防護柵等の不備等２２件。
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指摘事項指摘件数分類
• 選鉱場トロンメル横の通路において、墜落防⽌⽤の

⼿すりの不備（⾼さの不⾜）が認められる。
• ベルトコンベア部の通路及びクラッシャー階段において

墜落防⽌のための⼿すりが無い。

２件①墜落災害防⽌

０件②⽕災
２件計

３．（１）②令和５年度 保安検査 重点項⽬

 令和５年度も令和２・３・４年度に引き続き、令和元年(平成３１年)九州管内で
多発した災害のうち、特に重篤な罹災者を発⽣させる可能性が⾼い災害の防⽌を図る
ため、次の重点事項を決定し、ヒアリング及び現場検査を実施。

① 墜落災害防⽌
② ⽕災防⽌

 重点項⽬にかかる指摘件数は全５０件の内２件。



【鉱害等検査】
作業環境粉じん︓粉じん濃度測定評価結果報告対象鉱⼭に対し、 外部委託による作業環境粉じん測定を実施。
坑廃⽔︓公共⽤⽔域への全排出⼝、処理原⽔及び各処理施設等の処理⽔を採取、⽔量及び⽔質分析を実施。
騒⾳・振動、鉱煙︓鉱⼭敷地境界線上であって鉱害発⽣のおそれの多い箇所を選定し、測定を実施。

【その他検査】
集積場︓保安規程に基づく保守管理状況を書類等により確認するとともに⽬視による外観検査を実施。
休⽌鉱⼭等︓危害及び鉱害防⽌対策の実施状況等をヒアリング及び現場検査により確認を実施。

また、鉱⼭保安法第３９条命令を発動された鉱⼭は、その履⾏状況についても確認を実施。
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 鉱害等検査（作業環境粉じん、坑廃⽔、騒⾳等）
数値による基準が適⽤されている鉱⼭等に対して基準適合性の確認を⾏うもの。

 その他検査（集積場、休⽌鉱⼭等）
保安検査及び鉱害等検査以外で、リスクが⾼いと認められる施設の保守管理状況等の確認を⾏うもの。

３．（２）令和５年度 鉱害等検査、その他検査の実施結果

検 査 結 果実績計画検査項⽬
特に問題は認められず、指摘事項なし１１鉱害等（粉じん）

排⽔基準値以内であり、特に問題は認められず指摘事項なし４４鉱害等(坑廃⽔)

（令和６年度に変更）０１鉱害等(騒⾳・振動、鉱煙)

集積場の安定度に関する指摘２件３３その他（集積場）

特に問題は認められず、指摘事項なし２２その他（休⽌鉱⼭等）
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３. （３）令和５年度 ⽴⼊検査結果（指摘事項の内訳）

 書類検査 : 保安規程の未遵守が多い。また、記載内容と実態との乖離が多く認められた。

 現場検査 : BC、通路の防護柵の不備が多い。また、腐⾷等の⽼朽化の指摘が多くなっている。

主な指摘事項

法令⼿続き
の未届出

〇使⽤開始届が提出されていない
○作業監督者の選解任届が提出されていない
○保安規程変更届が提出されていない

保安規程の
未遵守

○記載内容と実態との乖離が認められる
〇保安教育の項⽬の⼀部が記録で確認できない
○⽇常巡視点検記録が記載されていない
〇⽕薬類の帳簿に誤記載がある
○⾞両系鉱⼭機械の点検記録が確認できない

現況調査 〇保安規程変更時の現況調査の記録が無い
○実施⽇が記載されていない

その他 ○接地抵抗測定及び絶縁抵抗測定の測定値が基準を
満たしていない

書 類 検 査

通路、ＢＣ、防護柵

〇回転体の防護カバーの不備
○墜落防⽌⽤の⼿すりの不備
○通路に障害物がある、階段に腐⾷がある（安全通路の不備）
○注意喚起の警標が消えている

⾞両系鉱⼭機械、
⾃動⾞、鉱⼭道路

○端縁において、重機の転落防⽌措置（⼀⼭残し）が⾏われて
いない
○稼働中の⾞両系鉱⼭機械に接近して労働者が作業している

○採掘した区域からの残⼟（表⼟）の集積が認められる

○切⽻内の貯鉱場については、粉じん発⽣施設に該当する

〇腐⾷が進⾏し、アンカーボルトの⼀部に破損、減⾁が認められる

現 場 検 査

その他






